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The extraction of Indium(III) from sulfuric acid solutions by di-2-ethylhexyl di-thiophosphoric acid

(DEHDTPA, SH) diluted in kerosene was investigated under various aqueous conditions. The distribution ratio
decreases monotonically with increasing aqueous acidities . In addition, the extraction with increasing of indium

concentration was studied under definite sulfuric acid concentration. It was found that indium is extracted as

a 1: 3= metal: reagent complex.

Infrared and high resolution nuclear magnetic resonance spectra were also studied for the extracted organic

phase in order to elucidate the extraction mechanism. As the results, the following equation is given for the
extraction of Indium(III) by DEHDTPA

In3+(a)+3(SH)(
o)
→InS3(

o)+3H(a)

where S is the anion (C8H17O)2 PS2.

Furthermore, extraction of zinc(II), cadmium(II), iron(III) and gallium(III) by DEHDTPA were carried out
under various sulfuric acid concentrations. The separation factors can be accurately estmated on the basis of

distribution ratios. It is apparent from the separation factors that separations of indium from zinc , iron and
gallium are feasible, but that from cadmium is difficult.

KEY WORDS: Solvent Extraction, Indium, Organophosphorous , Extractants, Sulfuric Acid Solution, Di-2-

ethylhexyl, Dihiophosphoric Acid

1.緒 言

インジウムは,ガ リウムとともに最近III-V族 化合物半導体と

して,種 々の機能材料特性を付与する点で注目されている。 レー

ザダイオード,ホ ール素子などに,InP,InAs,InSbが 見 出され

急速に興味がもたれるようになってきた。

インジウムについては,現 在までのところ主鉱物は見出されて

いないが,通 常亜鉛製錬の副産物として濃縮スラグ(In0.01～

0.05%含 有)や 浸出残渣,煙 灰などから回収されている。特に硫

酸で亜鉛を浸出した残渣中に入ってくるので,こ れを原料として

有効に回収する方法が検討され,溶 媒抽出を利用する方法により,

一部試験的にあるいは中規模的に生産が行われている1)2)
。 また

酸性溶液からのインジウムの中性および酸性有機 リン化合物によ

る抽出も検討 されている3)4)。

酸性有機リン化合物中の酸素原子をイオウ原子で置換したジ2

エチルジチオリン酸とジブチルジチオリン酸は,抽 出試薬 として

比較的早 くから知られてお り,イ ンジウムについても硫酸および

塩酸溶液からの抽出例が報告 されている5)。 さらにアルキル基の

炭素数の多いジ2エ チルヘキシルジチオリン酸によるコバル ト

(II),ニ ッケル(II)な どの 抽 出 も行 わ れ た6)。

本 研 究 で は,上 述 の ジ2エ チ ル ヘキ シル ジチ オ リン酸(以 下

DEHDTPAと 略 記)を 用 い,硫 酸 溶液 か らの イ ンジ ウ ム(III)

の抽 出に つい て 検 討 す る と とも に,亜 鉛(II),カ ドミ ウム(II),

鉄(III),ガ リウム(III)お よび アル ミニ ウム(III)と イ ンジ ウム(III)

との抽 出 ・分 離 に つ いて 検討 した。

2.実 験 方 法

2・1 試 料

DEHDTPA溶 液 ジ2エ チ ルヘ キ シル ジチ オ リン酸

〔(RO)2P(S)SH,R=C8H17純 度95%以 上(株)大 八 化 学工 業

所製 〕は 精製 せ ず,希 釈 剤 に よる比較 以外 ケ ロ シ ン 〔和 光純 薬,

特 級 〕で 目的濃 度 に 希釈 して 使用 した 。

DTMHPA溶 液 ジ,2,4,ト リメ チル ヘ プ チル リン酸

〔(RO)2P(O)OH,R=C10H21,純 度92.7%,(株)大 八 化学 工 業

所製 〕は精 製 せず,ケ ロシ ンで 目的 濃度 に 希釈 して使 用 した。

DEHPA溶 液 ジ2エ チ ルヘ キ シル リン酸 〔(RO)2P(0)

OH,R=C8H17,純 度95%以 上,(株)大 八 化 学工 業 所 製 〕は 精 製

した 後7),ケ ロシ ンで希釈 して使 用 した。

イ ンジ ウ ム(III)溶液8)硫 酸 イ ンジ ウム9水 和物 〔In(SO4)3・

9H2O〕 を1 moldm-3硫 酸 に溶解 して4 mol dm-3溶 液 とし,

これ を原液 と した。 実験 に は原 液 を所 要 濃度 に 希 釈 し,酸 濃 度 を

調 整 して使 用 した。

ガ リウム溶 液9)ガ リウム金属(純 度99.99%)を 濃 塩 酸 に 溶
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解 し,こ れにアンモニア水を加えてゼラチン状のガ リウム水酸化

物 〔Ga(OH)3〕 の白色沈殿(pH5)を つ くる。この沈殿物 を水浴

上でしばらくあたためた後,遠 心沈殿器にかけ,純 水でアンモニ

ウムィオンが検出されなくなるまで十分に洗浄した。これを2 mol

dm-3硫 酸 に溶解して2.5mol dm-3の 溶液とし,こ れを原液 とした。

実験には原液を所要濃度に希釈 し,酸 濃度を調整 して使用した。

アルミニウム溶液10)硫 酸 アルミニウム〔A12(SO4)3・18H2O〕

を1 mol dm-3硫 酸に溶解して3 mol dm-3溶 液 とし,こ れを原液

とした。実験には原液を所要濃度に希釈し,酸 濃度を調整して使

用 した。

亜鉛(II),鉄(III),カ ドミウム(II)溶 液 相当する硫酸塩を

水に溶かし,硫 酸を加えて目的の濃度,酸 濃度にして使用した。

赤外吸収スペクトルおよび核磁気共鳴スペクトルの測定では,

希釈剤としてスペクトル用特級試薬を用い,そ の他の実験ではす

べて特級試薬を使用した。

2・2 抽出

とくに記す場合を除き,抽 出は1g dm-3の 金属を含む硫酸溶液

と0.05 mol dm-3DEHDTPAケ ロシン溶液で行った。

容量50cm3の 三角共栓フラスコに金属を含む硫酸溶液 とDEH

DTPA溶 液10cm3を 別 々に入れ,20℃ の恒温水槽中に30分間浸

漬した後,両 者を分液 ロートに移し室温(20±2℃)中 で振 とう

機(Iwaki KM型)を 用い300rpmの 振 りまぜ速度により10分間

振とうした。10分 後直ちに遠心分離器にかけ有機相と水相を分離

した。なお,抽 出平衡到達時間は,予 備実験により10分 で十分で

あることを確かめている。

逆抽出には,6mol dm-3塩 酸溶液を用いた。

2・3 定量法

イ ンジウム,ガ リウム,亜 鉛,カ ドミウム,鉄 の定量には,日

立170-30型 原子吸光炎光光度計を使用し,既 報10)に述べた方法

を用いた。

アル ミニウムは,既 報10)に述べたキレート滴定により定量した。

2・4 機器測定

2・4・1 赤外吸収(IR)ス ペクトル 四塩化炭素で希釈し

たDEHDTPAに より種々の濃度のインジウムを抽出し,抽出後

の有機相を日立260-50型 赤外分光光度計を使用して,波 数範囲

4,000～250cm-1で 測定した。セルは0.1mmス ペサのKRS-5の

窓材の液体セルを使用した。

2・4・2 核磁気共鳴(NMR)ス ペ クトル 赤外吸収スペク

トル測定におけると同様に,抽 出後の有機相をテトラメチルシラ

ンを内部標準として,日 立高分解能核磁気共鳴スペクトル装置R

-40型(90MZ/S>に より測定した。

3.実 験結果および考察

3・1 DEHDTPAに よるIn(III)の 抽出

水相の初期硫酸濃度を変 えて,イ ンジウムを抽出した結果を図

1に 示す。分配比は硫酸濃度の増加に従って減少しており,こ の

ことはイオン交換反応により抽出が進行することを示唆している。

すなわちDEHDTPAは 酸性抽出剤であり,酸 としての性質を

有し酸濃度の増加により分配比は減少することがわかる。さらに,

0.5,1,2mol dm-3硫 酸における抽出平衡後のDEHDTPA濃

度変化に対する分配比の変化をlog-logプ ロットすると,0.03

mol dm-3 DEHDTPAま では,そ の傾きは28,26,26の 直

線関係にあることが確かめられた。しかし,0.03mol dm-3DEH

DTPA以 上になると,い ずれの硫酸濃度においてもその傾きは

3以 上 となった。そこで,0.05mol dm-3DEHDTPA溶 液 とい

ろいろな濃度のインジウムを含む0.1 mol dm-3硫 酸 とを用いて抽

Fig.1 Extraction of Indium(III) from sulfuric acid solution by

DEHDTPA in kerosene (numerals on curves are
DEHDTPA concentrations, mol dm-3).

Table 1 Variation of molar ratio for Indium extracted with

0.05 mol dm-3 DEHDTPA.

The subscripts (o) and (a) stand for organic and aqueous phase
respectively.

出 した結果を表1に 示す。傾きの変化は,DEHDTPA濃 度の

増加に伴 うDEHDTPAの 多量化により有機相中の抽出化学種

が変化していることを示唆してお り11),イ ンジウム濃度の増加は,

Fig.2 Distribution ratio of indium extracted from sulfuric acid

solution with 0.05 mol dm-3 DEHDTPA in various

diluents (□C6H6, ●C7H15OH,△CCl4, ●CHCl3,

○C7H16 ,△CH3CO2 (CH2)4CH3, ■C6H5CH3
,

◇C6H5Cl, ◇O-C6H4 (CH3 ) 2 ).
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多 量化 したイ ンジ ウム-DEHDTPAの 生 成 に よる もの と考 え

られ る。

ジ アル キル ジチ オ リン酸 に よる塩 酸 溶液 か らの亜 鉛 伍)と 水 銀

(II)の 抽 出で は,希 釈剤 の抽 出効 果 に及ぼ す 影 響 の大 きい こ とが

指摘 され てい る5)。 そ こで本 抽 出系 にお い ても希 釈 剤 の 影響 に つ

い て調 べ た。 そ の結 果 を図2に 示 す 。 高 い分 配比 を示 したの は ,

ヘ プ タ ン(誘 導 率: 1.9),ベ ンゼ ン(2 .3),ト ル エ ン(2.4),0-

キ シ レ ン(2.6),四 塩 化 炭 素(2.2)で あ り,低 い分 配 比 を示 した

の は,1-ヘ プタ ノ ール(6.9),ヘ キ サ ン酸 メチ ル(4.8),ク ロ ロ

ホ ル ム(4.8),ク ロル ベ ンゼ ン(5.6)で あ った。これ よ り,希釈 剤

の誘 電 率 が 高 いほ ど分 配 比 が 低 くな ってい るこ とが わ か る。 そ し

て 大 きな 分極 率12)を 示 す ベ ンゼ ン(α/10-25cm3:103.2)お よび

四塩 化 炭素(105)の 直線 の傾 きが他 の希 釈 剤 とは異 な ってい る こ

とがわ か る。 また,希 釈 剤 の 中 では塩 素 原子 を含 む 希釈 剤 の 分配

比 が低 くな ってい る。

さ らに,ケ ロシ ンで希 釈 した酸 性 有機 リ ン化 合 物,ジ2エ チ ル

ヘ キ シル リン酸(DEHPA),ジ,2, 4, 6ト リメチ ルヘ プチ ル

リン酸(DTMHPA)とDEHDTPAの3種 類 の抽 出剤 を用

い,1g dm-3の イ ン ジウ ムを含 む硫 酸 溶 液 か らイ ン ジ ウム を抽 出

した 結果 を図3に 示 す 。 抽 出能 力 は

DEHDTPA> DTMHPA> DEHPA

の 順 とな り,ア ル キル 基 の大 き さが抽 出 に影 響 を与 えるが,酸 素

原 子 をイ オ ウ原子 に置換 したDEHDTPAの 抽 出効 果 は さ らに

大 きい こ とが認 め られ る。

3・2 IRお よびNMRス ペ ク トル

四塩 化 炭 素 で希 釈 したDEHDTPA溶 液 に よ りイ ンジ ウム を

抽 出 した有 機相 のIRス ペ ク トル を測 定 した 。

図4A1に おい て DEHDTPAのS-Hの 伸 縮 振 動 は,2,340

cm-1に 現 わ れ,同 時 に2,590cm-1に 小 さな 吸 収 が観 察 され る。

こ れはDEHDTPAが 極 め て弱 い 水素 結 合 を してい る と考 え ら

れ る13)。 しか し,図4A2の0.02mol dm-3 In(III)を 含 む 溶 液

か らイ ンジウ ム を抽 出 した 有機 相 のIRス ペ ク トルで は,2,590

cm-1の 吸収 は観 察 され ない。 さらに2,340cm-1の 吸 収 は リ ン原

子 に よる影 響 を受 け るの で,そ の 変化 は あ ま り明確 で ない が,有

機 相 中 の イ ンジ ウ ム濃 度 が増 加 す る とと もに,そ の強 度 は や や弱

くな ってい る。

Fig.3 Distribution ratio of indium with 0 .05 mol dm-3

extractants in kerosene (○,△and□represent DEHDTPA

DTMHPA and DEHPA, respectively).

A B

Fig.4IR spectra of the organic extracts indium (III) from aqueous
solutions containing various concentrations of DEHDTPA
in carbon tetrachloride (numerals on curves represent
indium concentrations 1: 0.1 mol dm-3 DEHDTPA alone,
2: 0.02 mol dm-3In(III),3: 0.06 mol dm-3 In(III),
4: 0.1 mol dm-3In(III)).

一 方
,図4B1に お い てP=Sの 伸 縮振 動 に基 づ く吸収 が740

お よび670cm-1に 現 わ れ,P-S-の 伸縮 振 動 に 基 づ く吸 収 が

510cm-1に 現 わ れ るb図4B.2以 下 で は 有機 相 中 の イ ンジ ウム

濃 度 の 増加 と と もに,S原 子 とイ ンジ ウ ムイ オ ンとの相 互 作 用 の

た めに,670cm-1の 吸 収 は低 波 数側 に移 行 して655cm-1に 現 わ れ,

740cm-1の 吸収 もや や 低波 数 側 に移 行 す る。

0.1mol dm-3 DEHDTPAを 含 む 四 塩 化 炭 素 溶 液 に よ り,

a

b

Fig.5 NMR spectra of organic phase for the extraction of indium(III)
with 0.1 mol dm-3 DEHDTPA in carbon tetrachloride.
a: DEHDTPA alone.
b: Extract of indium in0.1 mol dm-3 sulfuric acid
containing 0.1 mol dm-3In(III).
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0.1mol dm-3の 濃 度 の イ ンジ ウム を含 む0.1mol dm-3硫 酸 溶 液

か らイ ンジ ウム を抽 出 した有機 相 のNMRス ペ ク トル を図5に 示

す。 図5aで は δ=0.88に アル キ ル基 の末 端 メチ ル プ ロ トンか ら

の 三重 線,δ=1.38に メチ レ ンプ ロ トンの スペ ク トル,δ=3.98

に 酸素 原 子 に隣 接 した メチ レ ンプ ロ トンの四 重線 がそ れぞ れ現 わ

れ てい る。 δ=3.98に お け る四 重線 は,メ チ レン プ ロ トンが等 価

でな くい くらか異 な るた めに 本 来二 重 線 として 現 わ れ る もの が,

別 々の位 置 に2個 出 てい る と考 え られ る。 これ はP=S二 重 結 合

に よる磁 気 異 方 性 の ため に,ど ち らか 一方 の メチ レンが磁 場 の 影

響 を強 く受 け て い る と考 え られ る。 イ ンジ ウム を抽 出 した有 機 相

の スペ ク トル を示 す 図5bで は,δ=3.98の シ グナ ル はS-Hと

P=Sと で キ レー ト環 を形 成 しイ ン ジウ ム と結 合 す る ので,δ=

4.10と 低磁 場 側 に移 行 す る14)。 また四 重 線 の線 中は磁 気 異 方 性 の

乱 れに よ ってや や太 くな って い るこ とが認 め られ る。

よ って,3.1お よび3.2の 結 果 か ら,DEHDTPAに よ る硫酸

溶液 か らの イ ンジ ウム(III)の 抽 出は,陽 イオ ン交 換反 応 として表

わ され,そ して 抽 出化 学 種 に 変化 がな い場 合 に は次 式 の よ うに示

され る と推論 で き る7)。 す な わ ち

In3+(a)+3(SH)(o)
⇒
InS3(o) +3H+(a) (1)

こ こで,Sは 陰 イ オ ン(C8H17O)PS2-,(a)お よび(o)は そ れぞ

れ 水 相 と有機 相 を表 わ す。

3・3 DEHDTPAに よる亜 鉛(II),カ ド ミウム(II),鉄

(III),ア ル ミニ ウム(III)お よ び ガ リウ ム(III)の 抽 出

と イン ジ ウム(III)と の抽 出分 離

イ ンジウムを含有する亜鉛鉱石は多種類の金属を含むため,イ

ンジウムの抽出を考 える場合,共 存金属について考慮を払 う必要

がある。関連のある金属として,亜 鉛,カ ドミウム,鉄,ガ リウ

ムおよびアル ミニウムを選び,DEHDTPAに よる抽出を比較

した結果を図6に 示した。同図か ら明らかなように,Zn,Fe,Ga

の分配比はいずれも測定に用いた硫酸濃度の範囲では1以 下の低

い値を示すが,CdとInの それはともに非常に高い値を示 してい

る。なお,Alに ついての結果は図には示されていないが,ほ とん

ど抽出されなかった。

Initial  aqueous sulfuric  acid  concn.  mol  dm
-3

Fig.6  Extraction of zinc (II), cadmium (II), iron (III), gallium (III) and

indium (III) from sulfuric acid solution by 0.05 mol dm-3

DEHDTPA in kerosene (○,△,◇,□and● represent In, Zn,

Cd, Feand Ga, respectively).

Table 2  Typical composition of sulphuric acid leach liquor of

the residue discharged from zinc production process.

Table 3  Recovery of In (III) from sulfulic acid simulation solution
of 0.5 mol dm-3 with 0.05 mol dm-3 DEHDTPA
diluted in kerosene.

DEHDTPAは 酸 素 原子 を置換 した イ オ ウ原 子 を配 位 子 とす

る,い わ ゆ る"や わ らか い"配 位 子 とみ な され るの で,HSAB

則(Hard and Soft Acid and Bases)に より"や わ らか い 金属"

に 強い 親 和 性 を もつ と考 え られ る。In3+,Ga3+お よ びAl3+の イオ

ン半 径15)は,そ れ ぞ れ81,62,50pmで あ り,従 って これ らに対

す る抽 出 効 果 は,イ オ ンの 大 き さか ら考 えてIn3+>Ga3+>Al3+

と なる。またZn2+,Cd2+の イ オ ン半 径 は15)74,97pmで あ り上述

と同 様 にCd2+>Zn2+と な る。 鉄(III)は"か た い酸"に 分類 され,

従 ってDEHDTPAに よ って抽 出 され難 い と考 え られ る。

さ らに0.5 mol dm-3硫 酸 にお ける イ ンジ ウム とガ リウ ム,亜 鉛,

カ ドミウムお よび 鉄 の 分離 係 数S.Fを み る と,

S.F
In

Ga
≒7× 103 , S.F

In
Zn
≒3 ×103, S.F

In

Cd
≒8 ×10-1,

S.F
In
Fe
≒1 ×103

となり,イ ンジウムはガリウムおよび鉄との分離が可能であ り,

酸化状態は異なるが亜鉛との分離も可能であると考えられる。し

かし,イ ンジウムとカ ドミウムの分離は困難であることが示唆さ

れる。

イ ンジ ウ ムは,亜 鉛 鉱石 か ら選 鉱 工程 を経 て亜 鉛 精 鉱,あ るい

は亜 鉛浸 出残渣 中に 濃縮 され る。 これ ら原料 は硫 酸 で 浸 出 さ れ る。

一 例 と して硫 酸浸 出液 中 の金 属 イ オ ン濃度 を示 す と表2の 通 りで

あ る16)。 こ の 他 に,Cu,Ni,Cd等 が ご くわず か含 まれ てい る。

そ こで,表2を 参 考 に してIn,Cd,Zn,Fe等 を含 む2種 類 の

模 擬 液 をつ く り,0.05 mol dm-3 DEHDTPAケ ロシ ン溶液 に

よる各 金 属 の抽 出 ・分離 を検討 した。 そ の結 果 を表3に 示 す 。

Zn,Fe等 は,分 離 係 数 か ら予 想 され る よ うに,い ず れの 模擬 液

か らも回 収 され ないが,Cdの 回 収 率 は高 く分離 係 数 に よ り適 切に

予 想 され る こ とが わ か る。また,1.1g dm-3のIn(III)と0.7g dm-3

のGa(III)を そ れぞ れ含 む0.5 mol dm-3硫 酸 溶液 か らの0.05 mol

dm-3 DEHDTPAケ ロシ ン溶 液 に よ る抽 出 では,Inは ほぼ

100%回 収 され るが,Gaの 回収 率 は1%以 下 で あ った。

4. 結 言

酸性有機 リン化合物系で最もよく溶媒抽出に利用されている,

DEHPAのP原 子に隣接する0原 子をS原 子で置換 した

DEHDTPAに よるIn(III)の抽出効果は,DEHPAに 比べて

遥かに大きい効果を示した。さらにDEHPAよ り炭素数の多い
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DTMHPAと 比較 した結果,3種 の抽出剤による抽出効果は,

DEHDTPA> DTMHPA> DEHPAの 順になった。さら

に希釈剤による抽出への影響を調べた結果,ヘ プタン=四 塩化炭

素>ベ ンゼン>ト ルエン>0-キ シレン>ク ロルベンゼン>ク ロ

ロホルム>1-ペ ンタノール>ヘ キサンメチルの順 となった
。

IRス ペ クトルおよびNMRス ペ クトルの解析から,DEHD

TPAはDEHPAの ように二量体を形成して抽出を行うのでは

なく,2つ のS原 子でキレート環を形成 して抽出することが明ら

かになった。

従って,硫 酸溶液からDEHDTPAに よるIn(III)の 抽出は,

抽 出化学種に変化がない場合には,

In3+(a)+3(SH)(o) ⇒In (S)3(o)+3H+(a)

で表わされる。

さらに,Zn(II),Cd(II),Fe(III),Al(III),Ga(III)に ついて抽

出を行い,分 離係数を求めた。そして上記の各金属イオンを含む

模擬液をつくり抽出した結果,分 離係数からの予測とよく合致す

ることが確かめられた。

終 りに抽出剤 DEHDTPA, DTMHPA, DEHPAを 提

供していただいた(株)大 八化学工業所に対し感謝する。
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■日本学術会議第5部 報告

工学教育に関する諸問題 と対応―特に産業社会の視点から―(要約)

(
平成3年3月25日

日本学術会議第5部 )
近年の科学の進歩に基づく技術革新は、産業構造と社会構造の

変革をもたらし、この波は更に幅広 く奥深い技術の進展を伴って

産業社会に本質的なインパク トを与えつつある。これに対応して、

わが国の産業界では、新技術の創世に向けて研究設備の充実と人

材の確保に積極的な投資がなされている。一方、工学系大学でも、

新時代の工学教育の在り方が模索されてはいるが、文教予算の伸

びの遅れと政府の研究投資の低さのため、施設や設備の充実は進

まず、教育 ・研究の環境は極めて劣悪な状態にある。

工学系大学では、学問や技術の深化に伴う学部の巨大化や専門

教育の細分化に由来して、 「ものをつくる」立場からの工学の統

合的視野の希薄化が危惧され、また、高度の技術化社会に対応 し

て 「人工系科学」を含めた総合的視野の必要性が叫ばれるなど、

工学系技術者育成の質と量の問題が顕在化している。

技術革新による時代の転換期にあたって、天然資源に乏しく産

業の発展に国力の基盤を置くわが国の立場を省み、また将来の工

学系技術者の質と量の需給の不均衡が憂慮される現状から、工学

教育の在り方を産業社会への貢献という立場に視点をあてて検討

することが緊要である。欧米諸国も近年、国力の基盤はその国の

技術競争力にあるとの認識を新たにし、これを支える人材育成の

ために工学教育の在 り方について新 しい政策の展開を図りつつあ

る。

大学等における工学教育の諸問題に関しては、文部省、通商産

業省、科学技術庁、経済団体連合会等で、それぞれ審議が進めら

れ、多くの指摘がなされている。本報告は、これらとは異なる立

場すなわち大学と産業界との接点に焦点を絞 り、人材需給のイン

バランス、工学教育の総合化、技術者の継続教育、国際交流基盤

としての学部 ・学科の評価の問題、大学行政 ・組織の弾力的運営、

政府の対応、などを中心に審議検討 したもので、工学教育の在 り

方を網羅的に審議した結果ではない。 しかし工学系大学が、この

変革期に際して、新たな伝統を築くべく踏み出すことを強 く望む

結果となった。

産業界と学界は 「工学系技術者の育成にかかわる工学教育は、

わが国にとってその将来を左右する基本的課題である」との認識

のもとで、下記事項の状況把握に努め、その対応策を協議する必

要がある。

(1)産 業界の人材需給問題の把握 と長期予想

(2)社 会的要請 ・社会情勢の進展への大学の対応

(3)大 学組織(学部 ・大学院の構成)、 学生定員、カリキュラム

等への産業界からの要請

(4)産 ・官 ・学界の協力による工学系技術者の継続教育体制の

確立

(5)工 学教育にかかわる大学の環境設備およびそれにかかわる

税制その他の制度の整備

(6)国 際交流に対処 し得る学部(学 科)・ 大学院(専 攻)の 評

価 ・認定体制、等である。

これらの事項の具体的状況把握ならびに対応策の協議にあたり、

工学教育が産業社会の拠り所であり国の基本政策であるとの認識

のもとに、まず産 ・学両界 トップメンパーによって構成される

「工学教育 トップフオーラム」の設置が望まれることを、本報告

は結諭としている。

[附記]経 団連関係首脳、日本工学アカデミー首脳、文部省関係

局長 ・課長、および大学関係者により、本目的に沿った準備会合

が平成3年1月 にすでに開かれている。
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